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＜総説＞
がん治療と仕事の両立支援






























（2019）によると、日本人の 2 人に 1 人は
がんに罹患し、男性は 4 人に 1 人、女性は
7 人に 1 人ががんで亡くなっており、日本















































































































































































































































ら 6 か月、12 か月までのフルタイム勤務で
の復職率はそれぞれ47.1％、62.3％であっ
た。復職後の 5 年勤務継続率は51.1％であ
り、復職後の再病休が復職日から 2 年間に
集中していたことから、復職後 2 年間がが
ん治療と就労の両立上、最も重要な時期であ
ることが示唆された。
Ⅵ. おわりに
以上、がん治療と仕事の両立支援の現況
について概説したが、医療・福祉・心理に関
わる対人支援職は、患者（就労者）を中心と
して多職種（特に、社会保険労務士を含む）
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柏木：がん治療と仕事の両立支援
と密に連携し、ハローワーク（就職支援ナビ
ゲーター）、がん相談支援センター、地域就
労支援センター（求職）、年金事務所（年金
問題）、労働基準監督署などの社会資源を活
用して、がん治療と仕事の両立を図るべきで
あるが、先ず何よりも「がんに罹患したとい
うだけで、患者が早まって退職しないように」
就労継続を勧めるべきことが最も大切である
と考えられる。
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